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港区災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

災害弔慰金の支給等に関する法律（以下「法律」という。）の一部改正及び災害

弔慰金の支給等に関する法律施行令（以下「政令」という。）の一部改正を踏まえ、

自然災害により被災した区民の生活再建の支援を充実するため、災害援護資金貸付

に係る港区災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正します。 

１ 改正内容 

（１）貸付利率

災害援護資金の貸付利率について、年３パーセント以内で条例で定める率と 

されたことを踏まえ、現行利率年３パーセントを、保証人を立てる場合は無利

子、立てない場合は年３パーセント以内で区規則で定める率（１パーセントを

予定）に改めます。

（２）保証人

災害援護資金の貸付けに係る保証人の規定が、政令から削除されたことを踏 

まえ、条例に保証人の規定を設け、保証人を立てない場合の貸付けについて規 

定します。

（３）償還方法

災害援護資金の償還方法について、現行の半年賦償還に月賦償還と年賦償還

を追加します。

２ 施行期日等 

  この条例は公布の日から施行します。 

なお、貸付利率及び保証人の規定は、法律及び政令の一部改正の施行日と同じ

平成３１年４月１日以後の災害から適用します。 



参考資料 

現行の災害援護資金貸付制度の概要 

「災害弔慰金の支給等に関する法律」等に基づき、災害救助法等による救助が行

われた自然災害により被災した世帯主に対し、災害援護資金の貸付けを行っていま

す。 

対  象 負傷又は住居・家財に被害を受けた、区民である世帯主 

貸 付 限 度 額 ３５０万円 

所 得 制 限

世帯人員 世帯所得 

１人 ２２０万円 

２人 ４３０万円 

３人 ６２０万円 

４人 ７３０万円 

５人以上 １人増すごとに７３０万円に３０万円を加えた額 

世 帯 住 居 滅 失 １，２７０万円 

利  率

年３パーセント（据置期間中無利子） 

※東日本大震災被災者は、年１.５パーセント（保証人を立てる

場合は無利子）

据 置 期 間
３年（特別な場合５年） 

※東日本大震災被災者は６年（特別な場合８年） 

償 還 期 間
１０年（据置期間を含む） 

※東日本大震災被災者は１３年（据置期間を含む） 

償 還 方 法 半年賦償還で元利均等償還 

保 証 人

貸付けを受けるには、保証人を立てる必要があります。 

※東日本大震災被災者は、保証人を立てない場合でも貸付けを

認めています。

違 約 金
支払期日までに償還金を支払わなかった場合、延滞元利金額に

つき年１０．７５パーセントの利率で違約金を徴収します。 

貸 付 原 資 国３分の２、都道府県３分の１ 


